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「預貯金等の帰属」に係る判決・裁決
ー家族名義預金は誰のもの？ー

はじめに

現在、国税不服審判所のホームペー
ジでは、裁決事例集№９３（平成２５年１０
月～１２月分）まで、公表されています。
すでに、TAINSにも収録されてい
ますが、最近の公表裁決をみますと、
相続税関係では、預貯金等の帰属に関
する事例が多いように思われます。
そこで、今回は、預貯金等の帰属に
係る判決・裁決を検索してみました。
キーワードは、「名義預金」、「預貯金の
帰属」、「資産の帰属」等です。

Ⅰ．妻名義の預金等

平２１．４．１６東京高裁（棄却）
（確定）Z２５９－１１１８２
平２０．１０．２７東京地裁（棄却）
Z２５８－１１０５３

〈事案の概要〉
この事案では、被相続人（丙）の妻
名義の預金等（有価証券約１億３，０００
万円、預貯金約１億１，０００万円）が、
相続財産となるか否かが争われまし
た。
〈裁判所の判断〉
東京高裁では、原判決を維持し、次
のとおり、妻名義の預金等は、被相続
人の相続財産であると判断しました。
� 財産の帰属の判定基準
被相続人以外の者の名義である財産
が相続開始時において被相続人に帰属
するものであったか否かは、当該財産
又はその購入原資の出捐者、当該財産
の管理及び運用の状況、当該財産から
生じる利益の帰属者、被相続人と当該
財産の名義人並びに当該財産の管理及
び運用をする者との関係、当該財産の
名義人がその名義を有することになっ
た経緯等を総合考慮して判断するのが
相当である。
� 帰属の判定
� 妻名義預金等に係る取引は、妻が
その手続を行い管理運用していたと
しても、その管理運用は丙の包括的
同意あるいはその意向を忖度してな
されていたものと認めるのが相当で

ある。
� 財産の帰属の判定において、財産
の管理運用を誰がしていたかという
ことは重要な一要素となり得るが、
夫婦間においては、これを殊更重視
することはできず、妻が丙名義預金
等の管理運用もしていたことを併せ
考慮すると、妻が同人名義預貯金等
の管理運用をしていたということ
が、同人名義預金等が丙ではなく妻
に帰属するものであったことを示す
決定的な要素であるということはで
きない。

� 妻名義預金等の原資はいずれも丙
が出捐したものであるが、丙が、自
分が死んだ後に年齢差のある妻が金
銭的な面で不自由をしないように、
遺言書の作成とは別に、自己に帰属
する財産を妻名義にしておこうと考
えたとしても、あながち不自然とは
いい難い。

� そうすると、実際に生前贈与をし
た土地建物の持分については贈与契
約書を作成し、贈与税の申告書を提
出していたのと異なり、妻名義預金
等についてはそのような手続きを何
ら採っていないことも考慮すると、
丙がその原資に係る財産を妻に対し
て生前贈与したものと認めることは
できない。

� 妻が同人名義預金等を解約して他
の用途に使用したなどの事情はうか
がわれないことも併せ考慮すると、
同人名義預金等は、なお丙に帰属す
る財産であったと認めることができ
る。

Ⅱ．家族名義の預貯金等

平２５．１２．１０公表裁決
（全部取消し）J９３－４－１１

〈事案の概要〉
この事案でも、本件預貯金等（被相

続人の妻名義預貯金及び家族名義預貯
金等）が被相続人に帰属し、相続財産
に該当するか否かが争われました。
〈審判所の判断〉
審判所では、下記の状況等から、本

件預貯金等がいずれに帰属するのかが
明らかではないとして、本件預貯金等
が被相続人に帰属する、すなわち、相
続財産に該当すると認めることはでき
ないと判断しました。
� 管理・運用状況
� 平成１７年に被相続人の妻(H)が入
院した後は、請求人夫婦（被相続人
夫婦の子とその妻）がその管理・運用
を行っていたと認められるところ、
それ以前の状況については、被相続
人名義の預貯金及びH印を届出印と
するH名義の預貯金は、Hが管理・
運用していたものと認められる。
� 家族名義預貯金等は被相続人印及
びH印以外の印鑑を使って請求人夫
婦及び孫らが管理・運用していたも
のと認められる。
� 出捐者及び贈与の事実の有無
� 原処分庁は平成１６年まで遡って金
融機関を調査し、当審判所もそれに
基づいて調査を行ったが、当審判所
は、個々の預貯金等の出捐者が誰で
あるのかを認定することはできなか
った。
� 贈与の事実の有無についてみて
も、請求人らは、資料を提出して贈
与の事実があった旨を主張し、他方
で、原処分庁は、請求人夫婦が贈与
税の申告をしていないことをもっ
て、贈与がなかった旨を主張する
が、請求人らが提出した資料や原処
分関係資料を調査しても、当審判所
は、被相続人から請求人らに対して
贈与がなかったと認めるには至らな
かった。
� また、H名義預貯金については、
Hには年金収入があり昭和５６年時点
において約７４０万円の資金があった
ことから、被相続人が出捐者とまで
は認められない。

Ⅲ．贈与事実の認定

平２５．１０．０７公表裁決
（全部取消し）J９３－４－１２

〈事案の概要〉
この事案では、請求人の父名義預金

口座から出金された金員（本件資金）
が、母名義の預金口座に入金（本件入
金）されたことにより、母は父から贈
与を受けたか否かが争点の一つとなり
ました。
〈審判所の判断〉
審判所は、次のとおり判断し、贈与
の事実は認められないとして、平成１８
年分の贈与税の決定処分等を取り消し
ました。
� 本件資金の入金の当時、母の預金
等を父及び請求人を含む子らが管理
していたことが推認される。
� 母は、遅くとも昭和６３年頃から、
父が経営していた会社の取締役に就
任しており収入を得ていたと推認さ
れることや、本件資金の入金前に解
約された約４，０００万円の母名義の定
期預金等が母以外の者の資産である
ことをうかがわせる証拠はないこと
などからすると同定期預金等は、母
固有の資産であると認めるのが相当
である。
� 本件入金の原資となった金員は、
請求人の主張のとおり、元々母の資
産を、父がその整理過程で自らの口
座に入金した本件資金であると認め
られるから、本件入金をもって、母
が父からその入金額に相当する金額
の利益を受けたものとはいえない。

おわりに

家族名義預金については、納税者に
とっても課税庁にとっても、贈与契約
書等の証拠資料がない限り、その帰属
を立証することは悩ましい問題です。
また、家族名義預金等は、上記の相
続財産・贈与財産となるか否かの帰属
の問題となるほか、重加算税及び配偶
者の税額軽減の規定の適用の有無にも
関係してくることもあります。
TAINSを活用して、その対応を検
討していただければ幸いです。

収録内容に関するお問合せは、
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